




































































































































































































































































































米　　　国 英　　国 ド　イ　ツ フランス 日　　　本
財政方式 賦課主義 積立主義 全額国庫負担 賦課主義 賦課主義
財源 （実質賦課主義）
議員拠出 1．3％ 10．0％ 無 下院　7．85％ 歳費月額　10％
（FERS） 上院　6．0％ 期末手当　0．5％
国庫 15．8％ 24．0％ 100％ 不足財源補填 不足財源補填
（実質9割）
受給資格 在職5年62歳 65歳 在職8年65歳60歳 在職10年65歳
在職20年50歳
在職25年以上
給付発生率 在籍20年1．7％2．5％ 2．25％ 3．0％ 在籍10年　5／150
21年以上1．0％ 11年以上　1／150
議員年収 ＄158，100 ＆57，485 ≠∋84，108 同∋80，829
1．723万円 1，132万円 1，144万円 1，099万円 2，077万円
在籍10年 ＄26．225’ ＆14，371 ≠∋25，232 毛18，187
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年金給付額 286万円 283万円 343万円 247万円 412万円
所得代替率 17％ 25％ 30％ 22％ 20％
在籍！2年答申案
　　　　　288万円14％
長期債務／ 54．2％ 39．1％ 34．4％ 33．7％ ！09．4％GDP
（2003年） （2004年見込み）
（出典：各国公式資料・各国議会幹部等とのヒヤリング等から，筆者作成。2005年4月1日為替レート）
6．調査会設置
　（1）設置の理由
　わが国においては，超少子・超高齢社会に対応するための公的年金制度抜本改革を放置して
問題解決を先送りしてきた。しかし，問題先送りもついに限界に達したため，厚生労働省は急
速な負担増・給付減という国民に非常に厳しい改正案を策定せざるを得なくなり，同法案は
2004年2月に国会に提出された。
　しかし，超少子・超高齢の21世紀日本社会を冷静に展望した両院での十分な審議もなく，与
野党共に党利党略に走った政争により，6月4日に所得代替率大幅低下の新法が成立するに
至った。だが，直後の世論調査でも，6割強の有権者はこの改正に反対であった。
　そしてこの間，国民年金への一般国民の未加入・未納率の増加のみならず，国会議員・閣僚
の未加入・未納が多数指摘され社会的大問題化し，さらには国民が国会議員互助年金制度の優
遇内容を知るに及んで，「一大スキャンダル事件にまで発展」した。
　そのため，目前の衆議院・参議院の選挙対策としても「国会議員互助年金制度の廃止」を公
約に掲げる政党が続出し，小泉首相自身さえも廃止論を訴える事：態となった。
　しかし，未納・未加入の主因は，下記の事情ではなかったか。
①1］」0を中心に世界的に重視される「ペンション・ガバナンス（年金制度の運営管理におけ
　る民主性・公平性・効率性・透明性）確立」に対する政治家・官僚の軽視・無関心，
②富者も貧者も同一保険料・同一給付というILOが強調する社会的連帯性や所得再配分機能
　を無視した世界的にも異常な国民年金制度の存在と年金官僚の設計能力，
③これらを放置し，累増する年金資産を自らの利権に悪用してきた年金官僚の政策能力と倫理
　観の問題。
　．このため，ILOや諸外国の年金学者は国際会議などで筆者に対して，「未加入・未納問題
の責任は，まずペンション・ガバナンス確立に無関心であった高級年金官僚にあるが，かれら
はどのような責任をとったのか」としばしば質問する。
　しかし，わが国のマスコミや専門家は，「ペンション・ガバナンス未確立や年金官僚の政策
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能力や倫理観の低さを放置して，優遇された国会議員互助年金制度を有する国会議員の未加
入・未納だけをスキャンダル的に問題化し，同制度廃止運動を強力に展開」してきたのが実態
であり，本質を忘却している。このため，年金官僚は幸運にも国民的批判を回避した結果とな
り，国民的には公的年金政策の抜本的改革の絶好の機会を喪失した結果となり，非常に残念で
ある。
　このような事態を反映して，新憲法下で初めての両議院議長の諮問機関「国会議員互助年金
等調査会」が2004年6月に設置され，「世界の中央議会議員年金制度も調査のうえでの国会議
員互助年金制度抜本改革の提言」を求めた。
　委員は下記の6人で，年金学者は筆者だけであった。
　中島忠能　前人事院総裁（座長）
　貝塚啓明　東大名誉教授（社会保障審議会会長）
　中島　勝　政治評論家（前NHK解説・政治委員長）
　渡部記安　立正大学大学院教授（社会保障法（論）（公私年金制度国際比較研究））
　大石　真　京都大学大学院教授（憲法）
　猪口邦子　上智大学教授（政治学）
　（2）調査会の審議実態
　調査会は各政党のヒヤリングを含めかなり突っ込んだ審議を18回実施したが，廃止を主張す
る政党のほとんども「現行議員年金制度廃止後，新議員年金制度創設」を考えている事実も判
明した。答申は激論のため予定より1ヶ月遅れて，2005年1月20日中両議長に提出されたが，
残念ながら非常に不十分な内容となった。最後の数回の審議などは，ほとんどの時間が筆者と
座長の激論に費やされた。
　ところで，重要な調査会・審議会の議事録は公開とし，審議の民主性と透明性を確保するの
が民主主義国家の常識である。国会議員年金制度のような課題に対して，「議事録非公開」とす
る特殊かつ緊急の国家的利害：は何も存在しない。
　しかし，当調査会では不合理にも「議事録非公開」となっていたため，それが悪用されて調
査会の民主的かつ透明な議論・運営を当初から著しく阻害した。さらに，座長の独断専行的議
事運営手法が露骨であり，自分の見解に合致する意見は「採用」し，合致しない意見は「不採
用」となった。世界動向を紹介しても，座長は「米国は米国，スエーデンはスエーデン日本は
特殊な国」と国際動向への関心も著しく低い。
　あまりの非民主的議事進行に対して，筆者は再三抗議し，「座長更迭動議」を文書でも提出せ
ざるを得なかった（参考資料1参照）。
　ところが，座長の独断で議事会場が速記者のいない別室に急遽移され，文字どおり密室内で
強圧的に議論が行なわれ，私の主張は実質的に無視され，しかも非公開の議事録にさえも掲載
されない。
　　　　　　　　　へい　わが国の重要な二丁の一つではあるが，重要な調査会や審議会においてさえも，予め行政官
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僚や国会官僚の策定した素案を公式に追認するのが，調査会や審議会の実態となっている。当
調査会も，後述のようにその典型だった。
　なお，他の委員はいずれも自己の専門分野においては優れた方々ではあるが，中央議会議員
年金制度に関する世界動向などはほとんど知らない。このため，学問的・実務的に良心的な識
者ほど，自己の専門外の事項に関しては謙虚であり，座長や事務局（国会官僚）の方針をほと
んどそのまま容認するのが現実の実態であった。しかし，このような実態では，調査会の存在
価値そのものが問題視されよう。
　このため，当調査会においても，世界動向を踏まえた国際的に異常なわが国現行制度の本質
的改革に関する筆者の提言はほとんどすべて1対5で否決された。このため，有益な世界動向
は答申にほとんど反映されず，衆議院議長が当初われわれに要求した「世界動向を反映した答
申」という要望には全く反する結果となった。
　なお，国際情報入手のための国会官僚の情報網の弱さも痛感した。
　さらに，国民は「行政官僚」の能力の低さや倫理観の欠如のみを批判対象とするが，同様に
　「国会官僚」の弊害を厳しく批判し是正に努めなければ，民主主義議会制度の21世紀日本社会
における発展は不可能であろう。
　わが国の悪弊であるが，重要な調査会や審議会においてさえも，予め行政官僚・国会官僚の
策定した素案を公式に追認するのが，調査会・審議会の実態となっている。このため，「重要な
調査会や審議会でさえもその実質は堕落し，行政官僚・国会官僚の非民主的・非効率な独断的
政策を擁護する隠れ蓑に堕落」している。当調査会においては，この傾向がとくに顕著であっ
た。
　世論対策として形式的には「多様な各界の優れた識者の総意」として公表される答申内容
も，その実質は「当該課題に対してほとんど専門知識・情報を有しない過半数の識者が，事務
局官僚や座長の独断的見解をそのまま容認する内容に堕落」しているのが，わが国の調査会・
審議会の実態である。「世論対策」として「多様な各界の優れた識者」として委員に任命される
学問的・実務的に良心的な識者ほど，自己の専門外の事項に関しては謙虚かつ消極的であり，
「結果的」には座長や事務局（国会官僚）の方針をほとんどそのまま容認するのがわが国にお
ける調査会・審議会の現実であり，実態的には「行政官僚・国会官僚の非民主的・非効率な独
断的政策を擁護・容認する隠れ蓑に堕落」している。
　結論的には，「正式な委員はその課題に関する専門家からの公平な人選」に絞り込み，「多様
な各界の権威者の見解は参考人として聞く」ことこそが，「より民主的で効率的で透明な調査
会・審議会の構成と運営に寄与」すると，私は確信する。
7．答申の概内容
（1）概要
「中央議会（国会）議員年金制度改革」への具体的指針一調査会答申批判一（渡部）
　答申の概要は，下記のとおりである。
①健全な民主主義議会政治発展に対する「最低限の政治的コスト」として，国会議員に対する
　引退後所得保障制度は必要不可欠。
②現行国会議員互助年金法には「目的規定」も不存在，「互助」を標榜するが国庫負担率は
　73％，恩給法の残澤も多いなどのため，現行制度を廃止し，収支が独立した1つの年金基金
　としての新議員年金制度の立法化を提言。
③新規立法の大前提は，国庫負担率50％（2009年度）への引き下げと受給資格の在職12年への
　引き上げが不可欠。
④そのためには，「拠出金を7割引き上げ，年金給付額を3割引き下げる」ことが必要。ただし，
　在職3年以上12年未満の者には一時金を支給する。
⑤受給資格を充足した既得権は，保護。
　（2）前議員会の改正案
　与野党の前衆議院議員で構i成する「前議員会」は2004年早春から独自の国会議員互助年金制
度改正案を積極的に公表してきたが，その主要内容は「国庫負担率の50％への引き下げと，受
給資格の在職12年への引き上げ」である。要するに，「答申」は，「前議員会改正案」を公式に
容認するだけの存在に堕落してしまった。
　ところで，前議員が取得した年金受給権は一つの財産権として憲法上保護されるため，前議
員会が自らの権利擁護のため独自案を策定し公表する必要性は非常に乏しい。このため，現職
議員が与野党を問わず超党派的に結集し，国民批判の回避手段として「前議員会を窓口とし
て，自らの修正案を事前公表」したと解釈するのが最も合理的ではなかろうか。
　その意味では，「座長は前議員図案の実現に非常に忠実」であった事実が容易に判明するが，
逆に国民の信頼を完全に裏切ったと評価されても弁解不可能であろう。
　国庫負担率50％への引き下げには前提数字を明確化したうえで最低でも10年間の中期推計が
必要と筆者は主張したが，わずか5ヵ年の推計しか提出されず，2009年度の中位値でも52％と
50％にも届かず，最悪値と最良値では3割の誤差格差が存在する。
　要するに，「口中内容は抜本改革を放棄した国民批判回避のための数字合わせ」の色彩が非
常に濃い結果となった。受給権取得済み議員の年金受給額は高く，しかも今後選挙毎に高齢議
員引退が急速に累増する趨勢にあるため，国庫負担率が近い将来7割一8割に反騰する可能性
も大きいと筆者は警鐘を鳴らしたい。このため，本答申は，残念ながら21世紀日本における民
主的で効率的な議会制度に向けた抜本改革とはなっていない。
　（3）残された課題
　現行国会議員互助年金制度は，残念ながら「公的年金制度の枠外に収支さえ非独立の特権的
制度として存在」する。
　公的年金制度におけるペンション・ガバナンス確立（民主性・公平性・効率性・透明性確
立）のため，筆者はまず「新国会議員年金制度の公的年金領域への組み入れ」を主張したが，
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　この単純な提言さえ拒否された。
　　「21世紀超少子・超高齢日本社会における被用者年金制度一元化への絶好の起爆剤として，
米国制度を参考とした国会議員年金制度の厚生年金制度への一元化」と「上乗せ給付部分に確
定拠出型も加えた私的職域年金制度化」を筆者は主張したが，これも拒否された。
　国民には「総報酬制」を導入しボーナスからも同率の保険料を徴収しながら，国会議員の
ボーナスへは軽減料率を適用する。また，国民へは「マクロ経済スライド」導入により，物価
スライドを放棄し，所得代替率の大幅引き下げを強行しながら，国会議員へは物価スライド保
証を継続する。
　ペンション・ガバナンス確立を放棄したまま国民に不必要に過酷な内容を要求した2004年公
的年金改革を理論付けた座長代理も，もちろんこの座長方針を強力に推進した。
　さらに，国会議員年金制度への批判のかなりの割合は「外国専門家も驚嘆する世界にも類例
がない異常な地方議会議員年金制度との併給」から発生している。このため，筆者は「地方議
会議員年金制度の最終的廃止提言と併給の即時廃止」を主張したが，いずれも1対5で否決さ
れた。国会議員年金制度に対する国庫負担率7割とは言え，金額的にはわずか年間25億円弱で
ある。しかし，世界的にも異常かつ不要な地方議会議員年金制度に対する公費負担は桁が異な
り，合併推進特例のため近い将来多数の議員が受給者に転換し，国民負担が急増するのは明白
である。
　残念ながらわが国は，「政治家の強い使命感を前提とした，民主主義議会制度における最低
限度の政治的コストとしての国会議員年金制度」に対しては少額の国庫負担さえ感情的に厳し
く批判しながら，世界的にも全く異常かつ無用有害な地方議会議員年金制度への膨大な公費負
担に対しては驚くほど無関心である。
　累増する公費負担に対する住民批判回避策として創設された「地方議会議員年金制度検討
会」は2002年に現状維持を前提とした非常に不十分な「報告」を答申し，2003年に非常に不十
分な改正が実施された。すなわち，本報告は人口百万単位の巨大地方公共団体の議会の特殊な
議員に対してのみ議員年金を特例的に容認する地方議会議員年金制度に関する世界動向などは
全く考慮せず抜本改革を放棄して，世界的にも異常なわが国現行制度を前提に掛金率と給付額
を技術的に若干修正しただけの安易な内容となった。
　しかも，地方公共団体の合併特例法の及ぼす影響に対する検討さえ放棄したため実質的に無
意味な内容となっており，既に実質的に財政破綻している同制度に対する公費負担は急増せざ
るを得ないであろう。なお，地方議会議員年金制度の受給資格は，現行法上在職12年となって
いる。
　（4）答申への反応
　両議長からは「同制度改革に向けて，答申を最大限尊重したい」旨の発言があり，両院の議
会制度協議会等も活動を開始した。
　マスコミ報道によれば，与野党執行部のほとんどは「諮問委員会の答申は重いと，答申に好
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意的」というが，特権的な現行制度に対する国民批判を恐れる一部議員は与野党を問わず，「現
行国会議員年金制度の廃止と議員自己負担なき退職一時金制度の創設」を主張しているとい
う。
　しかし，これら議員は民主的で効率的な議会制度構築のための最低限度の政治的コストとし
ての国会議員年金制度の重要性を理解せず，しかもほとんどの国で導入している議員負担さえ
回避して一時金としての給付だけを取得しようとする目先的な損得論で行動しているとしか評
価不可能であり，国際的にも議員資質が問題となろう。
　他の先進諸国においては，重要かつ必要不可欠な制度の廃止を主張し国民を欺くような議員
は，直ちに国民の厳しい審判の対象となろう。
7．結論
　今回の調査会答申こそは，単なる国会議員年金制度に関する受給資格や負担額・受給額等の
技術的修正ではなく，米国等を参考とした「民主主義議会政治の強化・被用者年金の一元化と
いう抜本改革への絶好の画期的チャンス」であった。
　しかし，超少子・超高齢日本社会における国民との公平性や調和を忘却し，世界動向を無視
して，現状維持を前提に積算根拠も乏しい表面的数字合わせに終始した調査会は，この絶好の
機会を自ら放棄した。
　この本質的課題に対する理念なき答申に対して，国民は厳しく批判し，さらに国会議員の反
応と国会審議を注視レ，参政権を積極的に行使して国会議員を厳しく審判すべきであろう。世
界的にも特権的なわが国の国会議員互助年金制度を放置してきたのも，本来は国民の無関心が
主因ではなかったか？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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　　　　　　　　　　　　　　　メモへの渡部修正意見書
　中央議会議員年金制度調査に関する米英独仏の政府・議会幹部歴訪（前後2週間）の成果も
踏まえて，下記のとおり修正意見を申し述べます。
A．必須の前提事項
　　「メモ修正に対する必須の前提条件」として，下記の2点を強く提言したい。
　これなくして，単なる事務的なメモ修正では，国民の強い付託に応えるべき有益な提言の策
定は不可能と，私は確信する。
1．座長更迭の必要性
　中央議会議員年金制度のように利害が多岐に及ぶ国家の重要問題に関しては，多様で深刻な
見解の相異が発生するのは必至であり，その多様性と相異を尊重しつつその調整に勤めるのが
座長の最低限の任務である。
　しかし，中島座長の本調査会議事進行状況は下記の点からだけでも，このような重要な調査
会座長としては全く不適格であり，直ちに更迭を要求する。
（1）中島氏は自己の見解と異なる意見に対しては，「糾弾」をもって応じ，多様な見解を絶えず
　封殺しようとする（第12回議事録は「糾問」となっており，中島氏もこれを現実に認めてい
　る。しかし，私は明確に「糾弾」と発言し（調査会後直ちに手帳にも記載済み）彼も「糾
　弾」と発言した。直ちに議事録16頁を「糾弾」と修正されたし）。このため，気の弱い委員は
　職務の独立性を維持するのが非常に困難で，座長の偏狭な意見に同調せざるを得ない呆れた
　調査会である。
　　私は，中央議会議員制度に関する最新の世界動向をキチンと踏まえて発言している。専門
　家が世界的にもほとんど存在しない本問題に関しては，私は少なくとも先進諸国の当事者か
　らは一定水準の専門家の1人と評価されおり，このため各国政府・議会幹部も積極的に面談
　に応じてくれているのが実態である。
　　私はILO・ISSA・WHOを含めた多数の内外の会議を経験しているが，このような偏狭で
　横柄な座長の存在する会議は初めてである。
（2）第11回調査会において，総務省の戸谷好秀人事・恩給局長から有益な説明を受けた。この
　時に私は同局長に対して，1983年の米国中央議会議員年金制度の世界的抜本改革を踏まえ
　て，「被用者年金の一元化」に関して簡潔に質問した。当調査会の議論において，非常に重要
　な内容であるためである。すると，中島氏は「そんな質問には答えない方が良いですよ」と
　座長にあるまじき横暴な発言を明確に行ない，「委員の質問権を封殺」するという全く許さ
　れない暴挙に出たため，私は十分な回答を得られなかった。しかも，この中島氏の発言は，
　第11回議事録から完全に抹消されている（関連頁は18－20頁）。「重要な議事録まで，自己の
　都合の良いように勝手に歪曲」するような座長が，世界のどこに存在するのか。
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　　われわれ委員は中島氏に任命され，彼の見解に従属し同調するため出席しているのではな
　い。われわれは衆参両議長に任命された一定の見識と専門知識を有する独立した委員であ
　り，私もこの重要な課題に対して（他に本業がありながらも）各国歴訪など時間・費用も惜
　しまず全精力を傾注している。
（3）　「既に私が以前にも指摘済み」（これに対しても，彼の強い「糾弾」があった）であるにも
　かかわらず，中島氏は同一の論点を何度も議論の場に挙げたり（裏腹の論点を含む），重要性
　の軽重判断なく議論を進行させたりするため，議事進行が非常に非効率・非能率である。こ
　のため，われわれ委員は十分な議論も尽くせぬまま，「時間切れ」となる可能性が高まってい
　る。
　　先進諸国の中央議会議員年金制度を概観すれぽ，世界的超少子超高齢化現象下において現
　在野質的な抜本改革時期に遭遇している。年金給付額のみならず，制度そのものの抜本改革
　が急務となっている。しかし，中島氏の言動を冷静に観察すれば，抜本改革を極力回避し微
　細な修正で糊塗しようとしており，そのため自己の考えに反する見解を封殺しようとするも
　のであり，重要な本調査会座長としては全く不適格である。
2．「議事録公開」の必要性
　このような中島氏の言動が許される本質的根拠は，「議事録」が公開されないため，密室での
不透明・非民主的で無責任な議論が放任されることにある。
　このような重要な国家課題に関する公式委員会の議事録は，答申提出後直ちに公開され，こ
の議論の透明性を国民に開示するのが，他の先進諸国の実態である。それにより，各委員は十
分な責任感と使命感を持って国民の付託に応えることが可能となる。他方，その答申に対応す
べき議会や政府も，「結論」だけではなく具体的議論内容を知ることが可能となり，立法的・行
政的対応も迅速かつ効率的に可能となる。
　確かに衆議院議長は任命式において，「静説な環境下で，世界動向も踏まえた自由で闊達な
議論を願いたい」という趣旨の発言をされた。
　しかし，これは答申提出前の不要な圧力を考慮されたものであり，答申提出後の議事録効果
をけっして完全否定するものではない。
　要するに，旧来の姑息な官僚的発想から完全に脱却して，国際化・情報化時代の世界に対応
した「答申提出後の議事録公開」を実施し，当調査会における委員の強い責任感と議論の民主
性・透明性を確立すべきである。
B．メモの具体的修正
　先進諸国の中央議会議員年金制度を概観すれば，世界的超少子超高齢化現象下において現在
本質的な抜本改革時期に遭遇している。このため，中央議会議員年金制度の本質と世界的最新
動向を踏まえた抜本改革を検討すべきである。
　しかし，現行メモは問題点を網羅的に列挙している要素が強いため，今後の議論の効率性と，
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明確性の確保のためにはメモは下記のように重要性に対応して簡潔に整理し直し修正すべきで
ある。本質論・総論・各論を明確にすれば，理解も容易となり議論も効率化し，自動的に整理
され解決される問題点も少なくない。具体的には，下記のような修正を提言したい。
1．本質論と世界的動向
（1）制度創設の根拠：21世紀民主制議会のあり方と議員の引退後所得保障対策の重要性
　　・職内容・勤務実態の特殊性
　　・非創設の弊害と創設の理論付け
　　　　　　非創設の国の存在理由
　　・他の先進諸国：改革動向：英・独・伊・スエーデン・豪・スペイン・ノルウェー
　　　　　　　　　　　　　　大統領選後の米の改革動向：確定拠出型導入の影響
　　・IPUの見解
　　・若年議員増大化の影響と引退後所得保障制度必要性の増大
　　・中央議会議員と地方議会議員の本質的相異
（2）改革の世界的動向
　　・超少子超高齢社会の到来と公的年金改革動向
　　・制度内容と運営管理における民主性・平等性・透明性・効率性の確立が最重：要課題
　　・被用者年金一元化との連動性：米国抜本改革の実態と少ない批判
（3）批判の根拠とその妥当性・非妥当性の峻別
　　・マスコミ・諸団体・政党の動向
　　・日本での批判の特殊性：過去のマスコミ・諸団体・政党動向（401（k）プラン導入時等）
　　・金額の問題と制度内容の問題
　　・地方議会議員年金批判からの過剰反応
　　・批判少ない米英独仏制度の動向
2．総論
（1）公的年金制度との関連性：
　　　　　　　被用者年金制度一元化：
　　　　　　　　　　　被用者年金制度の公平化・透明化への寄与
　　　　　　　独自制度か
　　　　　　　職域年金制度か：確定給付型の堅持
　　　　　　　　　　　　　　　確定拠出型の導入
　　　　　　　公的給付・職域給付の割合：高額給付削減の容易化も考慮
　　　　　　　退職一時金問題
（2）先進諸国・IPUの動向
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（3）財政問題：許容限度検討め意味
　　　　　　　積立主義か賦課主義か：英の動向
　　　　　　　全額国庫負担の国の存在理由：独仏の動向
（4）われわれの努力と答申の限界
　　　　　　　限界の認識
　　　　　　　反発への対応策
3．各論
（1）加入資格：必要性の有無
　　　　　　　年齢と勤続年数との関係
（2）受給資格：年齢：超高齢社会における就労の重要性
　　　　　　　勤続年数：長期勤続問題
　　　　　　　　　　　　早期引退（落選）問題と就労義務
（3）拠出金（率）：必要性の有無
　　　　　　　　　算定母体金額（計算基礎要素の歳費月額から年収への変更）
　　　　　　　　　水準問題
（4）給付発生率　年齢・勤続年数との関係
　　　　　　　　一律・逓増・低減対応
（5）給付額の妥当性・併給問題：
　　　　　　　　　　中央議会議員年金給付額自体
　　　　　　　　　　地方議会議員年金給付額
　　　　　　　　　　他の公的年金給付額
　　　　　　　　　　他の職域年金給付額
　　　　　　　　　　他の所得：保有資産・就労所得
　　　　　　　　　　所得代替率で妥当性確保の必要性
　　　　　　　　　　年金給付額削減の順位
（6））支給停止・減額対策：高額所得者
　　　　　　　　　　　　犯罪者
　　　　　　　　　　　　再婚配偶者対応等
（7）シミュレーションの早急な必要性：
　　　　　　　　　　　　類別
　　　　　　　　　　　　所要時間
　　　　　　　　　　　　検証の必要性
（8）他の法律との整合性（恩給法等）
（9）経過措置：必要性
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具体的内容　既得権・期待権の保護と財源問題
4．結論
（1）具体的提言内容
（2）提言の影響　長所
　　　　　　　　　短所　対応策検討の必要性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
（なお，「総論」，「各論」は，具体的にはさらに詳細に論述されているが，ここでは省略する）
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